
３
月
11
日
、
府
当
局
は
府
職

労
に
対
し
、
「
令
和
４
年
度
職
員

定
数
配
置
計
画
」
を
示
し
ま
し

た
（詳
細
は
裏
面
参
照
）。 

こ
の
間
の
府
職
労
の
取
り
組

み
を
反
映
し
、
コ
ロ
ナ
対
策
関

連
業
務
と
し
て
、
保
健
所
に
27

人
の
増
員
（
各
保
健
所
に
保
健

師
２
人
、
行
政
職
１
人
）
す
る
と

し
て
い
ま
す
。 

そ
の
他
で
は
、
児
童
虐
待
対

応
の
強
化
の
た
め
、
子
ど
も
家
庭

セ
ン
タ
ー
に
40
人
増
員
、
子
ど

も
室
（福
祉
部
）
と
青
少
年
・地
域

安
全
室
（
政
策
企
画
部
）
を
子
ど

も
家
庭
局
（
福
祉
部
）
に
再
編
す

る
と
と
も
に
、
子
ど
も
室
の
業
務

量
増
に
対
応
す
る
た
め
増
員
、

知
事
重
点
の
成
長
戦
略
局
や
ス

マ
ー
ト
シ
テ
ィ
戦
略
部
、
府
民
文

化
部
な
ど
で
増
員
す
る
と
し
て

い
ま
す
。
来
年
度
定
数
は
、
府
全

体
で
１
３
３
人
増
と
な
り
、
昨
年

に
続
く
増
員
で
す
。 

府
民
の
命
と
暮
ら
し 

守
れ
る
職
員
体
制
を 

こ
れ
ま
で
職
員
を
減
ら
し
続

け
た
結
果
、
職
員
の
長
時
間
過

密
労
働
が
深
刻
化
し
、
そ
の
結

果
、
府
民
の
命
や
暮
ら
し
を
守
る

こ
と
が
で
き
な
く
な
る
こ
と
が

明
ら
か
に
な
っ
て
い
ま
す
。 

こ
の
間
の
府
職
労
の
取
り
組

み
や
全
国
の
仲
間
の
運
動
に
よ

っ
て
「
自
治
体
職
員
を
減
ら
し
過

ぎ
た
の
は
問
題
だ
」
「
住
民
の
命

や
暮
ら
し
を
守
る
自
治
体
職
員

を
増
や
さ
な
け
れ
ば
」
と
い
う
世

論
も
広
が
り
つ
つ
あ
り
ま
す
。 

府
職
労
は
、
引
き
続
き
、
異
常

な
長
時
間
労
働
の
解
消
、
業
務

量
に
見
合
っ
た
職
員
配
置
、
安
心

し
て
働
き
続
け
る
こ
と
が
で
き

る
職
場
環
境
の
実
現
を
め
ざ
し

ま
す
。

【 号 外 】 2022 年 3 月 15 日 

大阪府関係職員労働組合（府職労） 
電話 06-6941-3079/メール info@fusyokuro.gr.jp 

                         

保健所２７人（各保健所に保健師２人、行政１人ずつ）、子ども家庭センター４０人増員 

子ども室、教育庁などで業務量増による増員、成長戦略など知事重点でも増員 
 

2022 年度職員定数配置計画 

令和４（２０２２）年度組織改正について 

府全体で 133 人定数増（大阪都市計画局、IR 推進局含む） 



 
 

所属 職種 人員 内容

技術 ＋ １ 業務量増（行政計画関連業務）

行政 △ １０ 移管減（成長関連業務等）

成長戦略局 行政等 ＋ ３３ 組織の新設

広域調整室 行政等 △ １２ 移管減等（空港関連業務等）

（万博協力室） 行政等 △ ２８ 組織の廃止

危機管理室 行政等 ＋ ２５ 移管増等（安全なまちづくり関連業務等）

（青少年・地域安全室） 行政等 △ ３８ 組織の廃止

（市町村課） 行政 △ ３４ 組織の廃止

市町村局 行政 ＋ ３５ 組織の新設

守衛 （△1） 暫定不補充

自動車運
転手

（△1） 暫定不補充

設備管理
技術員

（△1） 暫定不補充

行政 ＋ ２１ 業務量増（就業構造基本調査業務等）

行政 △ ２２
業務量減（経済センサス活動調査業務
等）

行政 ＋ ４
業務運営体制の整備（大阪スマートシ
ティ戦略関連業務等）

行政 △ １０ 移管減（国家戦略特別区域関連業務等）

特区推進課 行政 ＋ １１ 組織の新設

府民文化総務課 技術 ＋ １
業務量増（万博記念公園駅前周辺地区活
性化事業関連業務）

行政 ＋ ２
業務量増（国内旅行消費喚起事業関連業
務）

行政 △ １
業務量減（おおさかプロモーション推進
事業関連業務）

行政 ＋ ２
業務量増（スポーツコミッション、スポー
ツツーリズム関連業務）

行政 △ １
業務量減（ワールドマスターズゲームズ
関連業務）

企画課 行政 △ １
業務処理体制の変更（住民理解促進業務
執行の効率化）

推進課 行政 △ ３ 業務量減等（事業者公募業務等）

福祉総務課 行政 ＋ １ 業務量増（孤独・孤立対策業務）

地域福祉推進室 行政 ＋ １ 業務量増（ヤングケアラー支援業務）

障がい福祉室 行政 △ １
業務量減（重度障がい者就業支援関連業
務）

（子ども室） 行政等 △ ６０ 組織の廃止

子ども家庭局 行政等 ＋ ８８ 組織の新設

子ども家庭センター（中
央、池田、吹田、東大阪、富
田林、岸和田）

技術 ＋ ４０
業務運営体制の整備（児童虐待対応の強
化）

保健医療室 行政等 △ ３
業務処理体制の変更等（新型コロナ対策
関連業務等）

行政 ＋ ５ 業務量増（新型コロナ対策関連業務）

行政等 △ ２ 業務量減（厚生労働省リエゾン派遣等）

行政 ＋ １
業務量増（健康づくり支援プラットフォー
ム関連業務）

行政 △ １
業務処理体制の変更（肝炎・肝がん関連
業務）

保健所（池田、茨木、守口、
四條畷、藤井寺、富田林、
和泉、岸和田、泉佐野）

技術等 ＋ ２７ 業務量増（新型コロナ対策関連業務）

こころの健康総合セン
ター

技術 ＋ １ 業務量増（ギャンブル依存症対策業務）

行政 ＋ ２ 業務量増（健康・医療産業創出関連業務）

行政 △ １ 業務量減（国際化支援関連業務）

中小企業支援室 行政 △ ３ 移管減（支援金関連業務）

協力金推進室 行政 ＋ ９ 組織の新設

企画室

ワクチン接種推進課

健康推進室

成長産業室

戦略推進室

福祉部

健康医療部

商工労働部

政策企画部

総務部

スマートシティ戦略部

府民文化部

IR推進局

庁舎室

統計課

都市魅力創造局

文化・スポーツ室

所属 職種 人員 内容

（エネルギー政策課） 技術等 △ ３２ 組織の廃止

脱炭素・エネルギー政策課 技術等 ＋ ３８ 組織の新設

技術等 ＋ ３ 業務処理体制の変更等（職種振替等）

行政等 △ ３ 業務処理体制の変更等（職種振替等）

環境管理室 技術等 △ ６
移管減等（自動車関連の脱炭素取組業務
等）

行政 ＋ ２ 業務処理体制の変更等（職種振替等）

行政等 △ ２ 業務処理体制の変更等（職種振替等）

技術 ＋ １ 業務処理体制の変更（職種振替）

行政 △ １ 業務処理体制の変更（職種振替）

動物愛護管理センター
自動車運
転手

（△２） 暫定不補充

都市整備総務課 行政 ＋ １０ 移管増（住宅まちづくり総務関連業務）

（事業管理室） 技術等 △ ４３ 組織の廃止

事業調整室 技術等 ＋ ６８ 組織の新設

（都市計画室） 技術等 △ ６４ 組織の廃止

道路室 技術 ＋ １ 業務量増（高速道路料金関連業務）

交通戦略室 行政 ＋ １
業務量増（ＵDタクシー普及促進関連業
務）

技術 ＋ １ 業務量増（流域治水推進関連業務）

技術 △ １ 業務量減（タイムライン関連業務）

公園課 技術等 ＋ ２５ 組織の新設

住宅建築局居住企画課 行政等 ＋ ３５ 組織の新設

住宅建築局建築環境課 技術等 ＋ １７ 組織の新設

技術等 ＋ ８４ 組織の新設

自動車運
転手

＋ ２ 組織の新設

住宅建築局住宅経営室 技術等 ＋ １０４ 組織の新設

住宅建築局公共建築室 技術等 ＋ １００ 組織の新設

行政 ＋ ２ 業務量増（用地関連業務）

技術等 △ ６ 業務量減（タイムライン関連業務等）

安威川ダム建設事務所 技術等 △ ３
業務量減（安威川ダム関連道路整備業務
等）

モノレール建設事務所 技術等 ＋ ７ 業務量増（モノレール南伸関連業務）

計画推進室 技術等 ＋ ５０ 組織の新設

拠点開発室 技術等 ＋ ７６ 組織の新設

（住宅まちづくり総務課） 行政等 △ ２３ 組織の廃止

（居住企画課） 技術等 △ ３１ 組織の廃止

技術等 △ ６０ 組織の廃止

自動車運
転手

△ １ 組織の廃止

（建築防災課） 技術等 △ ２０ 組織の廃止

技術等 △ ６９ 組織の廃止

自動車運
転手

△ ２ 組織の廃止

（建築振興課） 技術等 △ ３３ 組織の廃止

（住宅経営室） 技術等 △ １０２ 組織の廃止

（公共建築室） 技術等 △ １００ 組織の廃止

教員等 ＋ ２８ 業務量増等（市立高等学校等業務等）

教員等 △ ９
業務量減等（市立高等学校等移管準備業
務等）

行政等 ＋ ２ 業務量増（市立高等学校等業務）

行政 △ １
業務量減（市立高等学校等移管準備業
務）

行政 ＋ １ 業務量増（市立高等学校等業務）

行政 △ １
業務量減（市立高等学校等移管準備業
務）

施設財務課 技術等 ＋ ４ 業務量増（市立高等学校等業務）

教育センター 教員 ＋ ４ 業務量増（市立高等学校等業務）

（まちづくり戦略室）

（建築指導室）

教育振興室

教職員室

学校総務サービス課

みどり推進室

住宅建築局建築指導室

環境農林水産部

都市整備部

大阪都市計画局

教育庁

（住宅まちづくり部）

土木事務所（池田、茨木、
枚方、鳳、岸和田）

農政室

水産課

河川室

令和４（２０２２）年度職員定数配置計画 ※当局説明をもとに府職労作成 


